議題２（委員会決裁事項（規則第３条第１号））

平成26年度「府立学校に対する指示事項」及び「市町村教育委員会に
対する指導・助言事項」について
　平成26年度府立学校に対する指示事項及び平成26年度市町村教育委員会に対する指導・助言事項を別紙のとおり決定する。
　また、12月の委員会会議において議決いただいた取組みの重点の内容についても、別添のとおり一部修正していることから、あわせて決定する。
　　平成26年１月22日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府教育委員会　　　　　　
	新
	旧

	（12）【いじめの防止】
いじめは、重大な人権侵害事象として根絶すべき教育課題であり、児童・生徒が自ら尊い命を絶つ可能性もある深刻な問題である。学校においては、「いじめ防止対策推進法」（平成25年９月28日施行）や「いじめの防止等のための基本的な方針」（平成25年10月11日文部科学大臣決定）の趣旨を踏まえ、「学校いじめ防止基本方針」を策定し「いじめは、どの学校でも、どの子どもにも起こりうる」ものであることを十分認識した上で取り組む必要がある。
ア　略
イ　深刻な事態に至る恐れがあるいじめ等については府教育委員会へ速やかに報告するとともに、各学校に対しては、「問題行動への対応チャート」（平成25年８月府教育委員会）の積極的な活用により、事象のレベルに応じて毅然とした対応を行うとともに、関係機関やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等専門家との連携を行うなど組織的な対応を図るよう指導すること。
ウ　略
エ　略
オ　略
（13）【問題行動への対応】
いじめ等問題行動への対応については、「問題行動への対応チャート」（平成25年８月府教育委員会）の積極的な活用により、学校として問題行動のレベルに応じて責任の所在を明確にしつつ問題行動の改善を図ることと、あわせてすべての児童・生徒に対し社会的資質や行動力を高める指導や援助が必要である。
ア　略
イ　略
ウ　略
	（12）【いじめの防止】
いじめは、重大な人権侵害事象として根絶すべき教育課題であり、児童・生徒が自ら尊い命を絶つ可能性もある深刻な問題である。学校においては、「いじめ防止対策推進法」（平成25年９月28日施行）や「いじめの防止等のための基本的な方針」（平成25年10月11日文部科学大臣決定）の趣旨を踏まえ、「いじめは、どの学校でも、どの子どもにも起こりうる」ものであることを十分認識した上で取り組む必要がある。
ア　略
イ　深刻な事態に至る恐れがあるいじめ等については府教育委員会へ速やかに報告するとともに、各学校に対しては事象の態様に応じて関係機関やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等専門家との連携を行うなど組織的な対応を図るよう指導すること。
　　
ウ　略
エ　略
オ　略
（13）【問題行動への対応】
いじめ等問題行動への対応については、その発生時に学校として問題行動のレベルに応じて責任の所在を明確にしつつ問題行動の改善を図ること、あわせて全ての児童・生徒に対し社会的資質や行動力を高める指導や援助が必要である。
ア　略
イ　略
ウ　略



平成26年度市町村教育委員会に対する指導・助言事項「取組みの重点」修正箇所
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